










『問1７』の仕入先・販売先の各調査項目の内容は以下のとおりです。

『問1８』の工事の受注についての各調査項目の内容は以下のとおりです。
　※ 問1８は、1５ページ「問1５ 売上高の内訳」で「① 建設事業の収入」の欄に割合を記入した方は、必ず記入してください。
　　 それ以外の方は「５．受託の状況」問1９へお進みください。

中小企業

大企業 中小企業以外のことをいいます。
海外から直接輸入

元請工事
下請工事
公共事業

発注者から直接請け負う建築工事、土木工事及び設備工事。
発注者から直接ではなく、他の建設業者から下請けした建築工事、土木工事及び設備工事。
国、特殊法人、地方公共団体などが発注する建築工事、土木工事及び設備工事。

自己名義で通関手続を行ったもの。

上記以外のその他
官公庁・自治体、団体、医療機関、教育機関、組合（農協、漁協などを含む）、財団、
社団などの法人及び個人。

中小企業とは以下の範囲をいいます。

　　① 製造業その他（通信業、新聞業、出版業、旅行業を含む） 
　　　　資本金３億円以下または従業者数３００人以下の会社及び個人
　　② 卸売業
　　　　資本金１億円以下または従業者数１００人以下の会社及び個人
　　③ 小売業（飲食店を含む）
　　　　資本金５千万円以下または従業者数５０人以下の会社及び個人
　　④ サービス業（情報サービス業、駐車場業、宿泊業を含む）
　　　　資本金５千万円以下または従業者数１００人以下の会社及び個人
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右ページ問１７・問１８の記入説明
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問18　

問17付問1　仕入について、その仕入先別の割合を記入してください。

問17付問2  販売について、その販売先別の割合を記入してください。

問17付問3　販売について、販売先は、主にどのような地理的範囲ですか。該当する番号に１つだけ○をつけてください。

平成２７年度の決算期間中の完成工事高について、元請・下請工事別の発注社の数と金額を記入してください。
また、元請工事については、「公共事業」・「公共事業以外の民間など」別に記入してください(金額は、千円未満
を四捨五入し、千円単位で記入してください)。なお、同じ会社から複数受注した場合、発注社の数は1社となります。

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

1． 仕入れ･販売を行った

1. 国内・海外問わず

2. 海外

3. 国内全域

4. 近隣都道府県

5. 同一都道府県内

6. 近隣市町村

7. 同一市町村内

2． 仕入れ･販売を行っていない 問18へお進みください

４．工事の受注について

項  目

項  目

割  合

発注社の数※

項  目

合　計

割  合

１  ０  ０

合　計

合　計

１  ０  ０

中小企業から仕入れた割合

大企業から仕入れた割合

海外から直接輸入した割合

上記以外のその他から仕入れた割合

中小企業に販売した割合

大企業に販売した割合

海外に直接輸出した割合

個人消費者に販売した割合

上記以外のその他に販売した割合

元請工事

下請工事

公共事業

公共事業以外の民間など

千万
十
万

百
万

千
万

億
十
億

百
億

千
億

,000円

,000円

,000円

,000円

社

社

社

社

合計して100％
になるように、記
入してください。

合計して100％
になるように、記
入してください。

※発注社の数には、

工事の件数では

なく、貴社が受注

した先の社数（1

社から複数受注

した場合は1社

となります）を記

入してください。
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【問18は、1５ページ「問15 売上高の内訳」で「① 建設事業の収入」の欄に割合を記入した方は、必ず記入してく

ださい。】

【それ以外の方は「５．受託の状況」問19へお進みください。】

問17　平成２７年度の決算期間中に、原材料や商品（製品）の仕入れ･販売を行いましたか。該当する番号に１つだけ○を
つけてください。（※自家消費目的やサービス（旅行など）の仕入れは除きます。）

３．仕入先・販売先について　※すべての方におうかがいします。
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『問1９付問２』の親事業者の定義は以下のとおりです。

「親事業者」と「貴社」との関係は、「委託を行う側（委託側）」と「委託を受けた側（受託側）：貴社」の資本金区分と取引内容（下記の
①または②）で判別します。　※ 下表参照。

２．修理の受託 （人手不足などの理由により）他社が主業として請け負っている物品の修理、他社の自己
使用する物品の修理を依頼されること。

３．プログラム作成の受託
（業務の集中、ある分野を得意とする事業者がある、などの理由により）他社が主業と
して行うプログラム作成を依頼されること。

４．プログラム作成の受託以外
　   の情報成果物作成の受託

（コストの低減が見込まれる、ある分野を得意とする事業者がある、などの理由により）
他社が主業として行うテレビ番組作成・工業デザイン・グラフィックデザインの提供な
どを依頼されること。

１．製造の受託
（生産能力の不足、コストの低減が見込まれる、などの理由により）他社が主業として
販売する物品・製造請負品・部品・原材料、または他社の自己使用する物品・金型など
の製造を依頼されること。

５．役務提供の受託
（機材の不足、コストの低減が見込まれる、などの理由により）他社が主業として行う
運送・物品の倉庫保管・情報処理などの役務提供を依頼されること。
※ 建設業を営む者が請け負う建設工事の受託は含まれません。

６．上記 5以外の役務提供の
　　受託

（人手不足、コストの低減が見込まれる、主業として販売する製品に付随するメンテナ
ンスや顧客サポートを専門の会社に委託したい、などの理由により）他社が主業として
行うメンテナンス（ビル、自動車、機械等）・顧客サポート（アフターサービス、コー
ルセンター等）などの役務提供を依頼されること。
※ 建設業を営む者が請け負う建設工事の受託は含まれません。

＜例＞　貴社の資本金が1,000万円で、資本金3,000万円の会社Aから製造を委託された場合には、その会社Aは親事業者と
　　　　なります。

① 製造、修理、プログラム作成の受託の場合
　（運送、物品の倉庫保管、情報処理を含む）

② プログラム作成以外の情報成果物作成の受託の場合
　（運送、物品の倉庫保管、情報処理を除く）

【親事業者の定義】～表の見方～

【委託側】　（○：親事業者、×：親事業者ではない）

貴社の資本金がA～Cのいずれかの場合、委託側の資本金が「１円～１千万円」「１千万１円～３億円（１千万１円～５千万円）」
「３億１円～（５千万１円～）」の該当する範囲を選び、○の場合は親事業者となり、×の場合は親事業者ではありません。

資本金 １円～１千万円

【受託側】
貴社

A．１円～１千万円     

B．１千万１円～３億円

C．３億１円～

×

×

×

３億１円～

○

○

×

１千万１円～３億円

○

×

×

【委託側】　（○：親事業者、×：親事業者ではない）

資本金 １円～１千万円

【受託側】
貴社

A．１円～１千万円

B．１千万１円～５千万円

C．５千万１円～

×

×

×

５千万１円～

○

○

×

１千万１円～５千万円

○

×

×

右ページ問１９付問１・問１９付問２の記入説明

『問1９付問1』の受託の内容は以下のとおりです。（※建設工事の受託は除きます。）
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M
PL
E

【受託側】
A．１円～１千万円     

SA
M
PL
E

A．１円～１千万円     

B．１千万１円～３億円SA
M
PL
E

B．１千万１円～３億円

C．３億１円～SA
M
PL
E

C．３億１円～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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問19　平成２７年度の決算期間中に、問19付問１に掲げる1～6の受託がありましたか。該当する番号に１つだけ○をつ
      けてください。

　　問19付問1  受託の内容に該当する番号すべてに○をつけてください。（※建設工事の受託は除きます。）

　　　①　受託先の企業数及び受託の金額を、国内、海外別に記入してください。

　　問19付問2 上記 問19付問1の1～6のいずれかの受託を行っている場合は、以下の①～③にお答えくださ
い。(金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入してください)。

　　　②　国内からの受託がある方のみおうかがいします。
　　　　　国内の親事業者からの受託企業数及び受託金額を記入してください。

　　　③　国内の親事業者からの受託がある方のみおうかがいします。
　　　　　最も取引金額が大きい国内の親事業者（１社）との取引金額を記入してください。

1． 受託があった

1.  製造の受託

2.  修理の受託

3.  プログラム作成の受託

4.  プログラム作成の受託以外の情報成果物作成の受託

5.  役務提供の受託

6.  上記5以外の役務提供の受託

2． 受託がなかった 問20へお進みください

５．受託の状況

【以下の問19付問1、問19付問2は、問19で「１．受託があった 」を選んだ方のみにおうかがいします。】

項  目

項  目

国内からの受託※１

海外からの受託※１

国内の親事業者（※２）からの受託（下請）

最も取引金額が大きい国内の

親事業者（１社）との取引金額

千万
十
万

百
万

千
万

億
十
億

百
億

千
億

千万
十
万

百
万

千
万

億
十
億

百
億

千万
十
万

百
万

千
万

億
十
億

百
億

千
億

,000円

,000円

,000円

,000円

社

社

社

※２ 下請けにおける親事業者とは、必ずしも資本関係のある親会社ではありません。定義については、左ページ（１8ペ
　　ージ）をご参照ください。

※１
・「国内からの受託」とは、企業の国籍を問わず、貴社が、他社の日本国内の営業拠点や生産拠点などから受託した場合のことです。
・「海外からの受託」とは、企業の国籍を問わず、貴社が、他社の海外にある営業拠点や生産拠点から受託した場合のことです。
　したがって、海外の日系企業から受託した場合は、「海外からの受託」に含みます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

受託先企業数

受託先企業数

【主たる事業が「建設業」の場合（「問15 売上高の内訳」で「①建設事業の収入」の割合が最も大きかった
方）は記入不要です。「６．委託の状況」問20へお進みください。】

　　（他社が行う運送、物品の倉庫保管、情報処理の役務提供を貴社が受託）
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E
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E
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E
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E
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E

SA
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PL
E

SA
M
PL
Eに記入してください。

SA
M
PL
Eに記入してください。

上記 問19付問1の1～6のいずれかの受託を行っている場合は、以下の①～③にお答えくださ

SA
M
PL
E上記 問19付問1の1～6のいずれかの受託を行っている場合は、以下の①～③にお答えくださ

い。(金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入してください)。

SA
M
PL
Eい。(金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入してください)。

SA
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E

SA
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E
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E

SA
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E

SA
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E
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E
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E
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E
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E
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E
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E
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E

SA
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　　　②　国内からの受託がある方のみおうかがいします。

SA
M
PL
E

　　　②　国内からの受託がある方のみおうかがいします。
親事業者からの

SA
M
PL
E

親事業者からの受託企業数及び受託金額を記入してください。

SA
M
PL
E

受託企業数及び受託金額を記入してください。

以外の役務提供の受託

SA
M
PL
E

以外の役務提供の受託

項  目

SA
M
PL
E

項  目

国内の親事業者（SA
M
PL
E

国内の親事業者（※SA
M
PL
E

※２SA
M
PL
E

２）からの受託（下請）SA
M
PL
E

）からの受託（下請）

万

SA
M
PL
E

万
十
万

SA
M
PL
E十

万
百
万

SA
M
PL
E百

万
千
万

SA
M
PL
E千

万
億

SA
M
PL
E

億
十
億

SA
M
PL
E十

億
百
億

SA
M
PL
E百

億
千
億

SA
M
PL
E千

億

社

SA
M
PL
E

社

社

SA
M
PL
E

社

下請けにおける親事業者とは、必ずしも資本関係のある親会社ではありません。定義については、左ページ（１SA
M
PL
E

下請けにおける親事業者とは、必ずしも資本関係のある親会社ではありません。定義については、左ページ（１
　　ージ）をご参照ください。SA

M
PL
E

　　ージ）をご参照ください。

「国内からの受託」とは、企業の国籍を問わず、

SA
M
PL
E

「国内からの受託」とは、企業の国籍を問わず、貴

SA
M
PL
E

貴社が、他社の日本国内の営業拠点や生産拠点などから受託した場合のことです。

SA
M
PL
E

社が、他社の日本国内の営業拠点や生産拠点などから受託した場合のことです。
海外からの受託」とは、企業の国籍を問わず、

SA
M
PL
E

海外からの受託」とは、企業の国籍を問わず、貴

SA
M
PL
E

貴社が、他社の海外にある営業拠点や生産拠点から受託した場合のことです。

SA
M
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E

社が、他社の海外にある営業拠点や生産拠点から受託した場合のことです。
したがって、海外の日系企業から受託した場合は、「海外からの受託」に含みます。

SA
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したがって、海外の日系企業から受託した場合は、「海外からの受託」に含みます。
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受託先企業数
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受託先企業数

受託先企業数

SA
M
PL
E

受託先企業数

SA
M
PL
E

　　（他社が行う運送、物品の倉庫保管、情報処理の役務提供を

SA
M
PL
E

　　（他社が行う運送、物品の倉庫保管、情報処理の役務提供を



『問２０付問1』の委託の内容は以下のとおりです。（※建設工事の委託は除きます。）

『問２１』の「中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）」及び『問２２』の「会計ルール」の内容は以下のと
おりです。

１．『中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）』とは

「中小会計要領」は、中小企業関係団体、会計専門家等が主体となり、金融庁、中小企業庁が事務局となって、中小企業の実
態を踏まえて作成した新たな会計ルールであり、平成２４年に公表されました。
「中小会計要領」は、税制との調和や事務負担の軽減を図る観点から、簡潔な会計処理等が示され利用しやすい会計ルール
となっており、自社の決算書の信頼性を向上させ、財務状況を適切に把握し、的確な投資判断や経営改善、資金調達等にご
活用いただくものです。
ＵＲＬ：http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/kaikei/

２．『中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）』とは

「中小会計指針」とは、平成１７年に公認会計士協会、日本税理士会連合会、企業会計基準委員会、日本商工会議所の４団体
が策定した会計ルールであり、会計専門家が役員に入っている会計参与設置会社が拠ることが適当とされているように、
一定の水準を保った会計処理の指針です。

３．『企業会計基準（上場企業が適用している会計ルール）』とは

企業会計基準とは、企業会計基準委員会（ASBJ）が制定する、財務会計の基準です。個別の論点ごとに作成・公表され、企
業会計原則に優先して適用される会計基準です。

４．『税法に規定する計算方式』とは

納税申告書等を作成する際に用いられる計算方式のことです。
租税の賦課・徴収などに関する法規である税法を基に計算方式は定められています。

５．税理士等に任せていて分からない方は「５」を選択ください。
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２．修理の委託 （人手不足などの理由により）貴社が主業として請け負っている物品の修理、貴社の自己
使用する物品の修理を他社に依頼すること。

３．プログラム作成の委託
（業務の集中、ある分野を得意とする事業者がある、などの理由により）貴社が主業と
して行うプログラム作成を他社に依頼すること。

４．プログラム作成の委託以外
　   の情報成果物作成の委託

（コストの低減が見込まれる、ある分野を得意とする事業者がある、などの理由により）
貴社が主業として行うテレビ番組作成・工業デザイン・グラフィックデザインの提供な
どを他社に依頼すること。

１．製造の委託
（生産能力の不足、コストの低減が見込まれる、などの理由により）貴社が主業として
販売する物品・製造請負品・部品・原材料、または貴社の自己使用する物品・金型など
の製造を他社に依頼すること。

５．役務提供の委託
（機材の不足、コストの低減が見込まれる、などの理由により）貴社が主業として行う
運送・物品の倉庫保管・情報処理などの役務提供を他社に依頼すること。
※ 建設業を営む者が請け負う建設工事の委託は含まれません。

６．上記 5以外の役務提供の
　　委託

（人手不足、コストの低減が見込まれる、主業として販売する製品に付随するメンテナ
ンスや顧客サポートを専門の会社に委託したい、などの理由により）貴社が主業として
行うメンテナンス（ビル、自動車、機械等）・顧客サポート（アフターサービス、コー
ルセンター等）などの役務提供を他社に依頼すること。
※ 建設業を営む者が請け負う建設工事の委託は含まれません。
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右ページ問２０付問１・問２１・問２２の記入説明
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M
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E

「中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）」
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E

「中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）」及び『問２２』の
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及び『問２２』の「会計ルール」
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E

「会計ルール」
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E
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E

『中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）』とは
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『中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）』とは

「中小会計要領」は、中小企業関係団体、会計専門家等が主体となり、金融庁、中小企業庁が事務局となって、中小企業の実
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「中小会計要領」は、中小企業関係団体、会計専門家等が主体となり、金融庁、中小企業庁が事務局となって、中小企業の実
態を踏まえて作成した新たな会計ルールであり、平成２４年に公表されました。

SA
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態を踏まえて作成した新たな会計ルールであり、平成２４年に公表されました。
「中小会計要領」は、税制との調和や事務負担の軽減を図る観点から、簡潔な会計処理等が示され利用しやすい会計ルール
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「中小会計要領」は、税制との調和や事務負担の軽減を図る観点から、簡潔な会計処理等が示され利用しやすい会計ルール
となっており、自社の決算書の信頼性を向上させ、財務状況を適切に把握し、的確な投資判断や経営改善、資金調達等にご
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となっており、自社の決算書の信頼性を向上させ、財務状況を適切に把握し、的確な投資判断や経営改善、資金調達等にご

ＵＲＬ：http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/kaikei/
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ＵＲＬ：http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/kaikei/

『中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）』とは
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『中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）』とは

「中小会計指針」とは、平成１７年に公認会計士協会、日本税理士会連合会、企業会計基準委員会、日本商工会議所の４団体
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「中小会計指針」とは、平成１７年に公認会計士協会、日本税理士会連合会、企業会計基準委員会、日本商工会議所の４団体
が策定した会計ルールであり、会計専門家が役員に入っている会計参与設置会社が拠ることが適当とされているように、SA
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が策定した会計ルールであり、会計専門家が役員に入っている会計参与設置会社が拠ることが適当とされているように、
一定の水準を保った会計処理の指針です。SA

M
PL
E

一定の水準を保った会計処理の指針です。

企業会計基準（上場企業が適用している会計ルール）SA
M
PL
E

企業会計基準（上場企業が適用している会計ルール）SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

依頼

SA
M
PL
E

依頼
は含まれません。

SA
M
PL
E

は含まれません。

不足、コストの低減が見込まれる、主業として販売する製品に付随するメンテナ

SA
M
PL
E

不足、コストの低減が見込まれる、主業として販売する製品に付随するメンテナ
ンスや顧客サポートを専門の会社に委託したい、などの理由により）

SA
M
PL
E

ンスや顧客サポートを専門の会社に委託したい、などの理由により）
行うメンテナンス（ビル、自動車、機械等）・顧客サポート（アフターサービス、コー

SA
M
PL
E行うメンテナンス（ビル、自動車、機械等）・顧客サポート（アフターサービス、コー

依頼

SA
M
PL
E依頼す

SA
M
PL
Eすること。

SA
M
PL
Eること。

委託

SA
M
PL
E委託は含まれません。

SA
M
PL
Eは含まれません。



1.  製造の委託

2.  修理の委託

3.  プログラム作成の委託

4.  プログラム作成の委託以外の情報成果物作成の委託

5.  役務提供の委託

6.  上記5以外の役務提供の委託

　　（貴社が行う運送、物品の倉庫保管、情報処理の役務提供を他社に委託）

質問は以上です。調査へのご協力、誠にありがとうございました。

後日、調査担当より、記入内容について確認させていただく場合もありますので、記入の終わった調査票は
コピーをとり、控えとして１２月までお持ちください。
記入の終わった調査票は、同封の返信用封筒（黄色）に入れ、９月１日（木）までにポストに投函してください。
（切手は不要です。）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

1.　委託を行った 2.　委託を行っていない  　　　　　　　　　　　　問21へお進みください

６．委託の状況　※ すべての方におうかがいします。

【以下の問２０付問１、問２０付問２は、問２０で「１．委託を行った」を選んだ方のみにおうかがいします。】

項  目 委託先企業数

国内への委託※１

海外への委託※１

千万
十
万

百
万

千
万

億
十
億

百
億

千
億

,000円

,000円

社

社

※１ 
・「国内への委託」とは、企業の国籍を問わず、貴社が、他社の日本国内の営業拠点や生産拠点などへ委託した場合のことです。
・「海外への委託」とは、企業の国籍を問わず、貴社が、他社の海外にある営業拠点や生産拠点へ委託した場合のことです。
 したがって、海外の日系企業へ委託した場合は、「海外への委託」に含みます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
問20　平成２７年度の決算期間中に、問20付問１に掲げる1～6の委託を行いましたか。該当する番号に１つだけ○をつけてく
　　　ださい。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

1.　知っている 2.  知らない

７．中小企業の会計に関する基本要領について　※ すべての方におうかがいします。

問21　中小企業の実態に即した会計ルール「中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）」の存在を知っていますか。
　　　該当する番号に１つだけ○をつけてください。

　　問20付問1  行っている委託の内容に該当する番号すべてに○をつけてください。（※建設工事の委託は除きます。）

1.  中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）　　　　　　　　　　　　　　

2.  中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）

3.  企業会計基準（上場企業が適用している会計ルール）　　　　　　　　　　　　　　

4.  税法に規定する計算方式

5.  税理士等に任せているので分からない

問22  貴社が決算書の作成に際して適用している会計ルールは何ですか。該当する番号に１つだけ○をつけてください。

　　問20付問2　上記問20付問１の1～6のいずれかの委託を行っている場合、委託先の企業数及び委託の金額を
　　　　　　　 国内、海外別に記入してください(金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入してください)。

21

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E千

SA
M
PL
E千

,000円

SA
M
PL
E,000円

,000円

SA
M
PL
E,000円

・「国内への委託」とは、企業の国籍を問わず、貴社が、他社の日本国内の営業拠点や生産拠点などへ委託した場合のことです。

SA
M
PL
E

・「国内への委託」とは、企業の国籍を問わず、貴社が、他社の日本国内の営業拠点や生産拠点などへ委託した場合のことです。
・「海外への委託」とは、企業の国籍を問わず、貴社が、他社の海外にある営業拠点や生産拠点へ委託した場合のことです。

SA
M
PL
E

・「海外への委託」とは、企業の国籍を問わず、貴社が、他社の海外にある営業拠点や生産拠点へ委託した場合のことです。
 したがって、海外の日系企業へ委託した場合は、「海外への委託」に含みます。

SA
M
PL
E

 したがって、海外の日系企業へ委託した場合は、「海外への委託」に含みます。

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

SA
M
PL
E

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

2

SA
M
PL
E

2.  

SA
M
PL
E

.  知らない

SA
M
PL
E

知らない

７．中小企業の会計に関する基本要領について

SA
M
PL
E

７．中小企業の会計に関する基本要領について ※ 

SA
M
PL
E

※ 

中小企業の実態に即した会計ルー

SA
M
PL
E

中小企業の実態に即した会計ルール

SA
M
PL
E

ル「中小企業の会計

SA
M
PL
E

「中小企業の会計に関する基本要

SA
M
PL
E

に関する基本要
該当する番号に１つだけ○をつけてください。

SA
M
PL
E

該当する番号に１つだけ○をつけてください。

  中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）　　　　　　　　　　　　　　SA
M
PL
E

  中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）　　　　　　　　　　　　　　

  中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）SA
M
PL
E

  中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）

  企業会計基準（上場企業が適用している会計ルール）　　　　　　　　　　　　　　SA
M
PL
E

  企業会計基準（上場企業が適用している会計ルール）　　　　　　　　　　　　　　

  税法に規定する計算方式SA
M
PL
E

  税法に規定する計算方式

決算書の作成に際して適用している会計ルール

SA
M
PL
E

決算書の作成に際して適用している会計ルール

　　問20付問2　上記問20付問１の1～6のいずれかの委託を行っている場合、委託先の企業数及び委託の金額を

SA
M
PL
E

　　問20付問2　上記問20付問１の1～6のいずれかの委託を行っている場合、委託先の企業数及び委託の金額を
に記入してください(金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入してください)。

SA
M
PL
E

に記入してください(金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入してください)。



紙へリサイクル可紙へリサイクル可

ご回答は、インターネットがお勧めです。

インターネットでのご回答には合計値の自動計算など、回
答に便利な機能があります。
　

詳しくは、同封の「調査のご案内（２ページ目以降）」をご
確認ください。

SA
M
PL
E

SA
M
PL
E

ご回答は、インターネットがお勧めです。SA
M
PL
E

ご回答は、インターネットがお勧めです。


